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展開する日系食品企業の企業直営農場の農業生産システムを事例に、企業の中国における持続可能な農業の確立における役割について検討することであ 。 本稿では、アサヒビール㈱を中心とす 日系企業三社が山東省東部 莱陽市に設立した「山東朝日緑源農業高新技術有限公司」および「山東朝日緑源乳業有限公司」の企業農場を事例として取り上げる（以下、両社を総称して 「朝日緑源」 と略す） 。　
現在中国では、二〇〇八年の牛
乳へのメラミン混入問題等を契機として一般市民の食品安全への関心が高まっており、これに伴って安全な農産物の生産・販売を重視する農業企業が増加しつつある。例えば中国の食品認証制度のひとつである「緑色食品」認証を得た





































この会談が行われた。張高麗書記から 「中国 直面する三農問題 （農業・農村・農民問題の総称、詳しくは参考文献②参照）の解決のために、これ 農業 発展のモデルとなる企業的大規模農業経営を展開していただけないか」との打診があり れにアサヒビール側が応えたこ から朝日緑源事業が開始されたとされている。後に述べるように、設立当初から現在の中国農業 直面している零細規模問題、農民の低所得問題、化学肥料・農薬の多投と土壌の劣化と地力維持 残留農薬と食品安全問題等の諸 を改善するための、ひとつの先進的大規模農業経営モデルを提示することが求められていたのである。　
この張・瀬戸会談の後、実務的


















術有限公司の正社員は約一〇〇人（日本人一〇人、中国人九〇人） 、このほか短期のパートタイム従業員が約一四〇〜二〇〇人 （農繁期・農閑期により増減） 在籍している。正社員は約二〇名である。　
このように、実質三年余で農場












































が重視されている背景として、以下のような中国農業の事情を説明する必要があろう。中国農業はかつて多く 農書に記されているように、農業と畜産業、農業と水産業の循環等を基本とした、合理的な農 生産システムを有していた。一九七八年に現在の改革開放政策が実施され個別経営が主流となってからは、小農経営下の制約と短期的な収益性が重視されたことにより、前述のように過度 化学肥料 農薬に依存する農業シス
テムへと変化した。この農業システムは単収の増大によって農家所得を向上させたが、他方で生産コストの上昇、土壌 物理特性の悪化、残留農薬などによる食品公害問題、地下水の汚染等の諸問題を引き起こしていること すでに述べたとおりである。　
朝日緑源では酪農からの糞尿か












システムとなっている。 総経理 （社長） 、副総経理（副社長） 、営業部長、管理部長等の重要ポストは日本のアサヒビール㈱からの出向社員であり 中国での販売戦略の立案や経営実務に明るいスタッフが派遣されている。　
これにたいして、現場の生産管








業共済組合連合会で三〇年間にわたり獣医として主に乳牛の診療業務に従事していた経験者 、この間招聘を受けて中国でも酪農指導の経験を有する。三〇年間の獣医師としての経験を生かした牧場設計と飼養管理により、日本のトップレベルの牧場と比べても遜色ない牧場経営を短期 で構築することを可能にした いえよう。　
このほか、日本の先進的農業技







展開は、日本企業の中国における農業部門への参入という意味で、これまでほとんど例をみないものである。日本の食品企業が中国へ進出する事例は、冷凍食品、加工食品等をはじめとして枚挙にいまがないが、その絶対多数は中国内で生産された農産物の加工 日本向け輸出が主であり、中国国内向けの農業 への直接参入はごく珍しい。これは農地確保などについて多く 困難が存在していからであるが、今後、より 質の高いより安全な農産物を確保していくうえで、現地での農業部門への参入がますます重要度を増していくものと考 れる。　
朝日緑源の大きな特徴は、この
朝日緑源モデルが中国の環境保全型農業の構築にお て一定の意義を有していることである。こ 点について最後に確認しておこ 。　
①地域農業への波及効果―朝日
緑源が経営方針で掲げて る「循環型農業」は、 酪農・飼料生産（デントコーン） ・野菜生産を結合させた農業システムである。牛糞と作物残渣から堆肥を作り これ
圃場に還元することで地力向上と土壌構造の改善を図り、デントコーンの生産を増大させることによって飼料を確保し、良質の牛乳を生産するという循環を構築しようとするものである。この循環が完成すれば、化学肥 の投入量の削減、土壌構造の改善が可能となる。また、この循環は朝日緑源農場の内部で 結 るものでなく、周辺の農村地域へ、飼料作物 生産委託と堆肥の供給をセットで行っている現状を見れば ゆくゆくは周辺地域全体の土壌構造の改善、化学肥料投入 削減が可能となろう。　
②地域の環境改善効果―循環型









題の深化と農村の新たな担い手の形成」 （佐々木智弘編 『中国 「調和社会」構築の現段階』 （共著）アジア経済研究所、七七―一一〇ページ） 。
③国家統計局農村社会経済調査司
編［二 一〇］ 『中国農村統計年鑑二〇一 』 中国統計出版社。
④森路未央［二〇〇九］ 「中国に
おける食品安全政策・政府の管理体制の現状と課題」 （池上彰英・宝剣久俊編『中国農村改革と農業産業化』アジア経済研究所） 。
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